
議案第 74 号 

令和６年度貝塚市一般会計補正予算（第８号）の件 

令和６年度貝塚市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５２４，５６０千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３８，６０３，７７４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和６年 12 月２日提出 

 

                                                貝塚市長 酒 井  了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　歳　入 (単位   千円)

10. 地方交付税 6,222,697 46,142 6,268,839

1. 地方交付税 6,222,697 46,142 6,268,839

14. 国庫支出金 8,236,571 241,767 8,478,338

1. 国庫負担金 6,340,913 179,469 6,520,382

2. 国庫補助金 1,870,459 62,298 1,932,757

15. 府支出金 3,101,626 91,734 3,193,360

1. 府負担金 2,327,535 89,734 2,417,269

2. 府補助金 612,625 2,000 614,625

16. 財産収入 35,437 2,275 37,712

1. 財産運用収入 35,037 2,275 37,312

17. 寄附金 724,332 914 725,246

1. 寄附金 724,332 914 725,246

19. 繰越金 120,150 122,328 242,478

1. 繰越金 120,150 122,328 242,478

20. 諸収入 868,513 200 868,713

5. 雑入 412,906 200 413,106

21. 市債 1,348,178 19,200 1,367,378

1. 市債 1,348,178 19,200 1,367,378

38,079,214 524,560 38,603,774

計

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

2. 総務費 4,930,074 60,509 4,990,583

1. 総務管理費 3,640,998 59,799 3,700,797

3. 戸籍住民基本台帳費 220,111 710 220,821

3. 民生費 18,558,811 447,202 19,006,013

1. 社会福祉費 7,674,971 273,903 7,948,874

2. 児童福祉費 7,639,188 173,299 7,812,487

4. 衛生費 3,509,686 1,258 3,510,944

1. 保健衛生費 790,687 1,258 791,945

8. 土木費 3,226,695 5,000 3,231,695

5. 都市計画費 1,922,130 5,000 1,927,130

10. 教育費 2,909,311 8,316 2,917,627

2. 小学校費 858,977 8,316 867,293

12. 諸支出金 129,854 2,275 132,129

3. 財政調整基金 122,000 2,275 124,275

38,079,214 524,560 38,603,774

補 正 額 計款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



(追加)

　事　　　　　　項

令和６年度～令和１８年度

10,089千円

子 ど も の 万 博 招 待 事 業 （ 送 迎 業 務 ） 令和６年度～令和７年度 48,000千円

令和６年度～令和８年度 110,047千円

二 色 南 緑 地 ト イ レ 新 築 工 事 設 計 業 務 令和６年度～令和７年度 4,000千円

官 民 連 携 手 法 を 用 い た 公 共 施 設 等 の
Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 調 達 事 業

岸 和 田 市 貝 塚 市 斎 場 整 備 事 業
（ 令 和 ６ 年 度 イ ン フ レ ス ラ イ ド 分 ）

1,241,537千円

第 ２ 表　　　　債  務  負  担  行  為  補  正 

期　　　　　間 限 度 額

書 誌 情 報 供 給 業 務 令和６年度～令和９年度 1,925千円

戸 籍 振 り 仮 名 法 制 化 対 応 事 業 令和６年度～令和７年度



起債の 起債の

方  法 借入先 償還期限 据置期間 その他 方  法 借入先 償還期限 据置期間 償還方法 その他

千円 年以内 年以内      千円 年以内 年以内

68,300 証書借入 年6.5％以内 政　府 20 3 左記の条件の範囲  証券発行の場合 87,500 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

又は （ただし、利率見 内において借入先  において発行価

証券発行 直し方式で借り入 その他 に融通条件がある  格が額面金額を

れる政府資金及び 場合その条件に従  下回るときは、

地方公共団体金融 うことができる。  それぞれの発行

機構資金について、 ただし、財政の都  価格差減額を埋

利率の見直しを行っ 合により償還期限  めるために必要

た後においては、 及び据置期間を短  な金額をそれぞ

当該見直し後の利 縮し又は繰上償還  れの限度額に加

率） 若しくは低利に借  算した金額を限

り換えることがで  度額とする。

きる。

起債合計 1,348,178 1,367,378

 元利均等

 年賦又は

 半年賦・

 均等若し

民 間 保 育 所 等
整 備 事 業

利  率
償還の方法

 くは満期

 又は元金

 一括償還

限度額利  率 備   考
償還方法

第３表  地 方 債 補 正

起債の目的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額
償還の方法

備　　考


